
事業事前評価表 

国際協力機構 

社会基盤・平和構築部 

都市・地域開発グループ 第一チーム 

１．案件名                       

国 名： モンゴル国 

案件名 

和名：ウランバートル市マスタープラン計画・実施能力改善プロジェクト 

英名：Project for Improvement of Capacity for Implementation of Ulaanbaatar 

Master Plan 

     

２．事業の背景と必要性                

（１） 当該国における都市開発セクターの現状と課題 

モンゴルは 1997年に人口移動が自由化されており、1999年及び 2003年に

起きた深刻な雪害を契機として、放牧を営むことが困難となった遊牧民が都

心部に急速に流入している。特に首都であるウランバートル市（以下、「UB

市」）では、1998年に 65万人であった人口が 2012年には 120万人を突破

し、急速な人口増加及び都市化が進展している（UB市統計局）。 

人口増加の原因は地方からの流入によるところが大きく、遊牧民が移動式

住居（ゲル）を無秩序に建てるため、スプロールが進展している。急速な人

口増加に対して、住宅供給は需要を満たしていない状況であるため、同市の

人口の 6 割は都市基盤施設が整備されていないゲル地区に居住していると

推定されている。 

以上の状況に鑑み、JICA はウランバートル市の都市像を具現化し、環境

整備を推進するため、「ウランバートル市都市計画マスタープラン・都市開

発プログラム策定調査（2007-2009）」を実施した。また、UB 市は同調査

の結果に基づき「ウランバートル市マスタープラン 2020及び開発トレンド

2030（以下、MP2020）」を策定し 2013年 2月に国会承認を得ている。更

に、UB市は MP2020の実施促進を図るための実施計画の策定義務が課せら

れているが、実施計画作成に係る知見を有した人材が不足しているため、未

制定の状況である。 

また、ゲル地区の再開発を促すため、JICAは 2010-2013年にかけて「都

市開発実施能力向上プロジェクト」を実施し、その成果として現在都市再開

発法案が上程されている。UB 市は同案を基に独自に規則を制定しており、

民間事業者による都市再開発事業を実施中であるが、関係職員の管理能力不

足及び不十分な制度整備により、都市再開発事業を実施する上で各種の課題



を抱えている状況である。 

本プロジェクトはUB市MP2020実施計画を策定するサブプロジェクト 1

と、MP2020 において主要な柱となるゲル地区及び老朽アパートに係る再開

発の実施促進を図るサブプロジェクト 2 により構成されており、UB 市

MP2020実施計画においてサブプロジェクト2で作成する都市再開発に係る

実施計画を盛り込むことにより、相乗効果を図るものである。 

 

（２） 当該国における都市開発セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

モンゴルの国家開発戦略（2007-2021）における「経済成長と開発政策」で

は、「都市計画・建設・開発政策」を打ち出しており、1）適切な人口配置と

都市部とその他の地域での住民の良好な生活環境の創出、そのための都市の

建設、都市計画に関する法制度の環境整備、2）現代的な品質基準を満たし

た建物の建設、3）住宅供給の増加、4）土地の私有化の促進を含めた土地利

用の向上、という 4つの戦略目標を掲げている。 

また、上記（１）のとおり MP2020 が 2013年 2月に国会承認され、上記

戦略の実現のための開発政策として位置づけている。 

本プロジェクトはUB市の当該開発政策の計画的な実施を支援するもので

あり、UB市との開発政策にも整合している。 

 

（３） 都市開発セクターに対する我が国及び JICAの援助方針と実績 

「モンゴル国別援助方針」において、都市開発セクターは「ウランバートル

都市機能強化プログラム」に位置づけられ、MP2020において提案されてい

る優先度の高いインフラを着実に整備しつつ、都市計画・開発を推進するた

めに必要な法制度整備や人材育成を行うことを今後の協力の方向性として

いる。 

また、JICA国別分析ペーパー（JCAP）では、MP2020に基づく都市計画・

開発を推進するために、都市の発展と調和した市街地整備を図るための法制

度整備や、その執行を自律的に行える人材育成の重要性を説いている。 

本プロジェクトは我が国の援助方針及び協力プログラムと整合しており、

かつ JCAPでの提言を叶える支援として位置づけられる。 

 

（４） 他の援助機関の対応 

 ADB：UB 市基本計画局及び財産局等を対象とし、2014 年 3 月から研修を

通じた都市計画能力向上を目的とした「Ulaanbaatar Urban Planning 

Improvement」を実施している。 

 WB：ゲル地区におけるコミュニティ主導のインフラ整備を目的とした



「Community-led Infrastructure Development for the Urban Poor in 

Ulaanbaatar Phase2」及びUB市における投資計画の作成支援を目的とした

「City Investment Plan」を実施している。 

上記ドナーが実施中のプロジェクトはUB市の居住環境改善を目指す本プロ

ジェクトと目的が類似しているため、プロジェクトを通じて相乗効果を得ら

れるよう留意する必要がある。特にADBの事業については、本プロジェクト

で実施するUB市MP2020実施計画の策定や、都市再開発事業の実施促進につ

ながるよう、ADBによる研修内容をよく調整する必要がある。 

 

３．事業概要                       

（１） 事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は UB市において、サブプロジェクト 1では UB市 MP2020実施計画

の作成を行い、サブプロジェクト 2では都市再開発事業の実施促進に係る支

援を行うことにより、関連する職員の都市開発に係る計画策定能力及び事業

実施能力の向上を図り、もって UB市の都市機能及び居住環境の改善に寄与

するものである。 

 

（２） プロジェクトサイト/対象地域名 

UB市（市域面積 4,704km2、人口 1,226千人（2013年）） 

 

（３） 本事業の受益者（ターゲットグループ） 

直接受益者：UB市役所職員、建設・都市開発省職員 

最終受益者：UB市民（特にゲル地区居住者）  

 

（４） 事業スケジュール（協力期間） 

サブプロジェクト 1：2014年 9月~2016 年 8月（計 24ヶ月） 

サブプロジェクト 2：2014年 9月~2018年 12月を予定（計 52ヶ月） 

 

（５） 総事業費（日本側） 

3.4億円 

 

（６） 相手国側実施機関 

サブプロジェクト 1： 

 UB市役所（首都知事室戦略政策計画局、首都基本計画局、UB市都市計

画・建築デザイン研究所（計画策定実務）） 

UB市 MP実施計画の作成 



 建設・都市開発省 

UB市 MP実施計画における事業の積み上げ（省庁実施分） 

サブプロジェクト 2： 

 建設・都市開発省（中心カウンターパート） 

都市再開発関連法制度の整備 

 UB市役所 

都市再開発の実施促進 

 

（７） 投入（インプット） 

１） 日本側 

両サブプロジェクト： 

ア） JICA国際協力専門員（プロジェクトマネージャー） 

サブプロジェクト 1： 

ア） 短期専門家（自治体経営・財務、3MM） 

イ） コンサルタント（都市開発/プロジェクトマネジメント、事業費用分析、

13MM） 

サブプロジェクト 2： 

ア） 長期専門家（都市再開発、36MM） 

イ） コンサルタント（都市再開発計画/土地区画整理、都市再開発関連法制

度、供給施設計画、不動産評価/住宅金融、研修計画/広報計画、約 60MM） 

２） モンゴル国側 

ア） 執務スペース、都市データ 

イ） カウンターパート人材の配置 

（プロジェクト・ディレクター：UB 市副市長（両サブプロジェクト）、

プロジェクト・マネージャー：首都知事室戦略・計画局長（サブプロジ

ェクト 1）、建設・都市開発省都市開発・土地政策実施・調整局長（サブ

プロジェクト 2）） 

 

（８） 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

１） 環境に対する影響/用地取得・住民移転  

① カテゴリ分類（A,B,Cを記載）：C 

② カテゴリ分類の根拠  

マスタープランの計画・実施能力の向上に資する案件であり、現段階に

おいて環境に対する影響は想定されないため。 

２） ジェンダー平等推進・平和構築・貧困削減 

特記事項無し。 



３） その他  

特記事項無し。 

 

（９） 関連する援助活動 

１） 我が国の援助活動 

 ウランバートル市都市計画マスタープラン・都市開発プログラム策

定調査（2007-2009） 

 都市開発実施能力向上プロジェクト（2010-2013） 

 都市計画策定技術・法制度整備アドバイザー（個別専門家、

2013-2014） 

２） 他ドナー等の援助活動 

2．（４）に記載のとおり。 

 

４．協力の枠組み                   

（１） 協力概要 

１） 上位目標と指標 

MP2020 に基づいた計画的な都市開発が行われる。 

指標： 

 UB市 MP2020 実施計画に基づき実施された事業数 

 ユーティリティ施設（上下水、ヒーティング）が整備された住宅供給戸

数 

２） プロジェクト目標と指標 

都市開発の計画策定能力及び事業実施能力が向上する。 

指標： 

 UB市 MP2020 実施計画の策定 

 都市再開発業務に係る実務者ハンドブックが利用されて実施された都

市再開発事業数 

 本プロジェクトに関与した UB市主要関係部局及び省庁の能力改善1。 

３） 成果 

サブプロジェクト 1： 

1. UB市 MP2020 実施計画が策定される 

2. UB市 MP2020 実施計画のモニタリング手法が確立される 

サブプロジェクト 2： 

3. 都市再開発方針及び都市再開発に係る 5ヵ年実施計画が作成される 

4. モデルプロジェクトを通じて区画整理事業が促進される 

                                            
1
 職員の自己評価により分析 



5. 都市再開発事業の事業化促進方策が確立される 

両サブプロジェクト： 

6. 市民参画機会及び市民への情報提供が促進される 

 

５．前提条件・外部条件                      

（１） 前提条件 

特になし。 

 

（２） 外部条件（リスクコントロール） 

 実施計画及び都市再開発にかかる方針が継続される。 

 UB市の都市整備にかかる予算が確保される。 

    

６．評価結果                              

本事業は、モンゴル国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合

致しており、また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。  

     

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                

（１） 類似案件の評価結果 

モンゴル国「都市開発実施能力向上プロジェクト」では、法的・組織的な改

善を図るためには、幅広い関係者の協議が不可欠であり、プロジェクト開始

に際して幅広い関係者を巻き込む効果的な推進体制を構築することが重要

としている。 

 

（２） 本事業への教訓 

本事業ではプロジェクト開始直後の関係者会議において、UB 市 MP 実施計

画の策定及び都市再開発事業の実施促進に関与するUB市関係部局及び省庁

を整理し、効果的な推進体制を構築する。  

 

８．今後の評価計画                           

（１） 今後の評価に用いる主な指標 

４．（１）のとおり。 

 

（２） 今後の評価計画 

事業開始 3か月  ベースライン調査 

事業終了 3年後  事後評価  

以上 


